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27）出版等の差止請求に対する抗弁として「表現の自由」を主張することはしばしば見受けられるところであるが、
この場合においても前掲26）にいう間接適用説が採られる。すなわち、パブリシティ権侵害に関する事例ではな
いが、表現行為が不法行為としての名誉毀損を構成するか否かが争われた最判昭41・６・23民集20巻５号1118頁
は、「その〔表現〕行為が公共の利害に関する事実に係りもっぱら公益を図る目的に出た場合には、摘示された
事実が真実であることが証明されたときは、右行為には違法性がなく、不法行為は成立しないものと解するのが
相当であり、もし、右事実が真実であることが証明されなくても、その行為者においてその事実を真実と信ずる
について相当の理由があるときには、右行為には故意もしくは過失がなく、結局、不法行為は成立しないものと
解するのが相当である」と判示しており、以降の名誉毀損に関する判例もこれに従っている。これになぞらえて
考えるとすると、表現行為がパブリシティ権侵害を構成するか否かが問題となった場合においても、原告側の主
張する請求原因を認めながら被告側の「表現の自由」抗弁を容れて請求を棄却する（パブリシティ権侵害は成立
するが当該表現が「表現の自由」により保護されるゆえ差止請求が許されない）というのではなく、むしろ被告
側において故意・過失または違法性を欠くゆえ不法行為（パブリシティ権侵害）が成立しないと判断されるべき
である。もっともその判断に際しては、名誉毀損の例における公共性および真実性の判断基準をストレートに当
てはめることが妥当か、妥当でないとしたらいかなる基準をもってこれを判断すべきかといった問題があるが、
ここでは紙幅の関係もあるので上記の点を指摘するにとどめておく。
